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1.孤独・孤立対策の背景・基本理念

• 孤独・孤立対策のこれまでの取組（背景）
• 「孤独と孤立」 一般的なとらえ方
• 孤独・孤立対策（基本理念、基本方針）
• 孤独・孤立の実態把握に関する全国調査
• 孤独・孤立対策の重点計画
• （全国版）孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム
• 統一的な相談窓口（孤独・孤立相談ダイヤル）、周知広報

（ウェブサイト、キャンペーン）









一般に、「孤独」は主観的概念であり、ひとりぼっちと感じる精神的な状態を指し、寂しいこと
という感情を含めて用いられることがある。他方、「孤立」は客観的概念であり、社会とのつな
がりや助けのない又は少ない状態を指す。 （「孤独・孤立対策の重点計画」より）

「孤独と孤立」 一般的なとらえ方

辞書の定義 外国や先行研究等における捉え方 主な支援対象（イメージ）

孤独 【広辞苑】
仲間のないこと。 ひとりぼっち。
「～感」

【大辞林】
仲間や身寄りがなく、 ひとりぼっちで
あること。思うことを語ったり、心を
通い合わせたりする人が一人もなく寂
しいこと。また、そのさま。「孤独な
生活」「天涯孤独」

【英国政府の「孤独」の定義】
「仲間づきあいの欠如あるいは喪失

による、主観的な好ましからざる
感情であり、本人の置かれた社会
的関係性の量及び質にずれがある
時に生じる」こととされている。

※英語では、loneliness

不安や悩み、寂しさを抱えて
いる人

「望まない」孤独
を抱えている
から抜け出せない
がますます強くなって
いる

いわゆる「孤高」などとは
異なる

孤立 【広辞苑】
他とかけはなれてそれだけであること。
ただひとりで助けのないこと。「仲間
から～する」「～化」

【大辞林】
１ 一つまたは一人だけ他から離れて、

つながりや助けのないこと。「敵に
包囲されて孤立する」「孤立無援」

２ 対立するものがないこと。
「孤立義務」

【先行研究】
地域活動への参加や家族、友人等
との会話の頻度等で測られている。

【生活困窮者自立支援法】
経済的困窮の背景として
「地域社会からの孤立」が
位置づけられるなど、
各種政策で対象とする生活課題と
して捉えられている。

※英語では、Isolation

地域や社会とのつながりが少
ない人

他者・社会との交流の頻度
の少なさ

自身の活動
家族構成、
地理的条件、
地域の環境・社会資源
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孤独・孤立対策ウェブサイト

〇 孤独・孤立で悩んでいる方向けに、孤独・孤立に関する各種支援制度や相談先を一元化し、
情報発信するウェブサイトを作成。（18歳以下向け：2021年８月～、一般向け：2021年11月～）

〇 チャットボット（自動応答システム）により、相談者を適切な支援制度や相談先へご案内するとと
もに、孤独・孤立で悩んでいる方が声を上げやすくなるコンテンツを掲載。

作成にあたって、ＮＰＯ法人、ソーシャルメディア事業者等で構成される
企画委員会で内容等について検討。

＜主な機能・取組＞
（１）チャットボット（自動応答システム）の導入

・自動応答により相談者を適切な支援制度や相談先へ案内
・関係府省の支援制度や相談窓口をあわせて約150をカバー

（２）チャットボット利用結果をPDF様式で出力可能
・利用者の備忘録、自治体の相談窓口等において自らの状況を説明する手助け

（３）孤独・孤立で悩んでいる方が声をあげやすくなるコンテンツを掲載
・悩みを抱えている人の質問と回答、専門家のヒント、メッセージ、キャンペーンなど

（４）子ども用の専用ページを開設
（５）外国語のページを開設（10言語、2023年3月公開）
（６）市区町村の支援制度の手続き情報につなげることが可能に（2023年５月～）

・チャットボットの利用結果からマイナポータル「ぴったりサービス」への接続実施
（７）携帯電話事業者との連携によるプッシュ型での情報発信の取組

・携帯電話料金の支払いが遅れている方に対する案内（SMS又はメール）の中で、孤独・孤立対策ウェブサイトを紹介
（2023年８月より、４大携帯キャリアで連携実施（ソフトバンクとは、2023年２月より先行して連携開始））

概要
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2.孤独・孤立対策推進法の概要

• 孤独・孤立対策推進法の概要
• 孤地方公共団体の役割と基本的施策
• 孤独・孤立施策の効果的な推進のための関係者相互間の連携

と協働の促進（第11条関係）
• 孤独・孤立対策地域協議会（第15条～第19条関係）







孤独・孤立対策における地方公共団体の役割と基本的施策
（地方公共団体の責務）
第四条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、孤独・孤立対策に関し、国及び他の地方公共団体との連携を図りつ

つ、その区域内における当事者等の状況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。

（国民の理解の増進等）
第九条 国及び地方公共団体は、孤独・孤立対策に関し、広く国民一般の関心を高め、その理解と協力を得るととも

に、社会を構成する多様な主体の参加による自主的な活動に資するよう、必要な啓発活動を積極的に行うよう努め
るものとする。

（相談支援）
第十条 国及び地方公共団体は、地方公共団体、当事者等への支援を行う者、地域住民その他の関係者が、当事者等

からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言その他の支援を行うことを推進するために必要な施策を講ずるよう
努めるものとする。

（協議の促進等）
第十一条 国及び地方公共団体は、国、地方公共団体、当事者等への支援を行う者、地域住民その他の関係者が相互

に連携と協働を図ることにより、孤独・孤立対策に関する施策の効果的な推進が図られることに鑑み、これらの者
の間における協議の促進その他の関係者相互間の連携と協働を促進するために必要な施策を講ずるよう努めるもの
とする。

（人材の確保等）
第十二条 国及び地方公共団体は、当事者等への支援を行う人材の確保、養成及び資質の向上に必要な施策を講ずる

よう努めるものとする。

（孤独・孤立対策地域協議会）
第十五条 地方公共団体は、孤独・孤立対策を推進するために必要な連携及び協働を図るため、単独で又は共同して、

当事者等に対する支援（以下この項、次条及び第十七条第二項において単に「支援」という。）に関係する機関及
び団体、支援に関係する職務に従事する者その他の関係者（次条第二項及び第二十一条第二項において「関係機関
等」という。）により構成される孤独・孤立対策地域協議会（以下「協議会」という。）を置くよう努めるものと
する。

２ （略）
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3.孤独・孤立対策推進法の
施行に向けて

• 地方公共団体における孤独・孤立対策の推進体制（イメージ図）
• 「社会的なつながり」と各部局の関係、先進事例（市原市の例）
• 令和４年度孤独・孤立対策に資するNPO法人等への調査結果から

見えてきたこと（①アンケート調査、②現地調査）
• 孤独・孤立対策推進法の施行通知に盛り込む主な事項

(地方版孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム関係、
孤独・孤立対策地域協議会関係）

• 地方版「孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム」の推進（モ
デル調査事業）

• 地域における孤独・孤立対策に関するNPO等の取組モデル調査
• 孤独・孤立対策活動基盤整備モデル調査







部局 関連事項の例
1 企画部 ・SDGｓ、女性活躍推進、シティープロモーション、広聴
2 総務部 ・デジタルディバイド、DX、地域防災
3 財政部 ・納税状況、債権管理
4 地方創生部 ・共創、地域おこし協力隊、スポーツ、シビックプライド、移動の確保、外国人
5 市民生活部 ・地域連携、コミュニティ
6 保健福祉部 （省略）
7 子ども未来部 ・子育て支援、虐待対策
8 環境部 ・環境活動、ゴミ出しトラブル、多頭飼育崩壊、異臭・騒音問題
9 経済部 ・オープンイノベーション、ICT人材育成、企業連携
10 土木部 ・道路愛護、河川愛護
11 都市部 ・まちづくり協議会、公園愛護
12 上下水道部 ・料金滞納、見守り
13 消防局 ・消防団、救急通報を何度もかけてくる
14 教育総務部 ・就学援助、給食費
15 教育振興部 ・不登校、ひきこもり、SSW

「社会のつながり」は、全ての部署に何らかの関連がある。

社会的なつながりの取組
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（出典）令和４年度 地方版孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム推進のあり方に関する調査研究報告書

千葉県市原市の取組報告より



分野 事業 自治体

SDGｓ
市民農園で畑サロンで多世代交流、環境学習 奈良県生駒市
アプリで食品事業者とフードバンクつなぐ 岡山県

プロモーション 住民参加型の「準公式サイト」開設 茨城県石岡市
情報化 高齢者向けにスマホ教室 和歌山県新宮市

スマートシティ 健康アプリ、フレイル、健康不安の把握 千葉県柏市

滞納
税督促状に相談窓口の案内を同封＝孤立の把握 神奈川県鎌倉市
水道料金滞納者にAI一斉電話 岩手県一関市

防災 津波避難計画策定 要配慮者、孤立の把握 神奈川県藤沢市
地域おこし協力隊 地域のスマホ教室 群馬県甘楽町

資産活用 廃校Ｒｅ活用プロジェクト 京都府福知山市
福祉 介護予防把握事業 フレイル、孤立の把握 奈良県生駒市
就労 LGBTQが働きやすい環境づくり事業 埼玉県
起業 カフェ起業ひきこもりの方の就労 滋賀県守山市

生涯学習
まちなかライブラリーで多様な交流 兵庫県神戸市
県営団地におけるシニア合唱事業 神奈川県

社会的なつながりの先進事例
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（出典）令和４年度 地方版孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム推進のあり方に関する調査研究報告書

千葉県市原市の取組報告より































地方版「孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム」 推進事業 取組事例

○ 広域の自治体で連携してPFを設置（連携中枢都市圏を形成する６町との連携）【鳥取県鳥取市】
○ PF運営の民間団体への委託 【福岡県北九州市】

設置・運営形態の工夫

○ 既存の複数の会議体を整理・統合してPFを設置 【広島県三原市】
○ 重層的支援のための会議体を基盤にしてPFを設置 【徳島県】 【愛媛県】

※その他、既存の地域づくりの連携会議（岡山県笠岡市）を基盤としてPFを設置する例、被災者支援・復興支援のための会議体（愛媛県宇和島市、
熊本県熊本市）を基盤としてPFを設置する例など

既存会議体の活用

○ 県内の全市町村が構成員として参加 【岐阜県】 【埼玉県】
○ 地方銀行、郵便局が構成員として参加 【鳥取県鳥取市】

※その他、地方銀行が参加（埼玉県、愛媛県）、農業協同組合が参加（三重県伊勢市）、商工会議所が参加（三重県伊勢市、鳥取県ほか）、
宅建業協会が参加（徳島県）の例など

○ 全国的な中間支援団体をPFのアドバイザーとし、連携してLINE相談を試行実施 【山形県山形市】

構成員等の工夫

○ ひきこもり等の悩みを抱える子ども・若者とその家族への支援（相談アプリとGIGAスクール端末の活用など）から入り広げていく例

○ 自殺予防対策から入り広げていく例 【青森県】

特定のテーマから取組み、広げていく工夫

○ 相談窓口を開設し、PF構成員の支援機関が連携して対応 【鳥取県】 【愛媛県】
○ 孤独・孤立問題を抱えた住民に早期に声がけできるよう「つながりサポーター」の養成研修を実施 【鳥取県鳥取市】
○ アートを活用した居場所づくり【神奈川県座間市】

PF構成員と連携した対策の推進

【大阪府枚方市】

設
置
上
の
工
夫

運
用
上
の
工
夫

事例①

事例②
事例③

事例④

事例①

事例⑤

事例⑥

事例③
事例①
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・PFには郵便局・銀行含む多様な構成員が参加。「つながりサポーター」の養成研修、社会福祉法上の支援会議
（相談支援包括化推進会議）へのノウハウ提供などを通じて、有機的に連携できる姿となっている

・今後、連携中枢都市圏を形成する６町（鳥取県４町、兵庫県２町）と連携してPFを拡充設置する方向で取組中

鳥取県鳥取市事例①
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・庁内で既存の会議体についての調査を実施し、それぞれの会議体を実態を整理した上で会議体を整理・統合し、
地域共生センターを事務局としたPFを設立。

・既存の各種協議体を、プラットフォームを構成する部会として配置し、複合課題によって対応が必要な事例を
バックアップする体制を整理した。

広島県三原市事例②
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・既存のPF（子供・若者支援地域協議会）を再編し、新たに「高等学校以降の子ども・若者の支援について語らう会」を設立。
・ひきこもり等の悩みに関し、従来から幅広い世代への支援を実施してきたところ、新たなPF設立により、特に手が届かない、

将来的なひきこもりの予防にもつながる中高生への支援を検討し、PFを強化
・教育機関と連携し、GIGAスクール端末で利用できるSNS相談アプリの運用を市内小中学校で開始。

大阪府枚方市事例⑥
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活動名・団体名・取組概要 活動状況
リビングカーによるお出かけ「いとこんち」
一般社団法人 ソーシャルペダゴジーネット（北海道札幌市）

 家庭に食料や日用品を配達しながら様子を聞き取る「見守り支援」は、シングルマ
ザー、ケアリーバー、ヤングケアラー等延べ16名が利用。

 外出機会が制限されがちな中高生を自宅に迎えに行く「移動支援」には、延べ12
名が参加した。「送り迎えの車の中で話ができるのも、ゆっくり話ができていい！」

 子ども・若者が集まる場所に車を停め、車内空間を活用して交流を促進する「居場
所づくり支援」には、延べ798名が参加。「案外居心地いいね。ちょっとアウトドアして
るみたいで楽しい。」「もう毎週でも、毎日でも来て欲しいです。甘いものがあるのが嬉
しい！」

ミツバチと共に創る心を繋ぐ地域共生コミュニティ
一般社団法人 WATALIS（宮城県亘理町）

 メンタルに不調に抱える30代の男性がミツバチをテーマとした体験型プログラムに参加
し、多様な世代の方との交流と地域貢献の取り組みを通して生きる喜びを実感。ミ
ツバチ飼育に関わるようになってから気持ちの浮き沈みが緩やかになり、最近新しい
職場が決まったとの連絡があった。

 コミュニティカフェには地域の高齢者が多く来店。98歳のおじいちゃんはほぼ毎日来店。
息子さん夫婦と同居しているものの、奥様が亡くなり同世代の知人もいなくなり話し
相手がいないとのこと。耳が遠いのでいつも筆談している。「ここでコーヒーを飲んで、
話を聞いてもらうのが楽しい。こういう場所が欲しかったんだ！」

対象 特徴

子ども・若者 ゆるやかな参加
地域とのつながり創出
役割創出
多世代交流
地域課題解決

対象 特徴

高齢者・障がい者 ゆるやかな参加
地域とのつながり創出
役割創出
多世代交流
地域課題解決

「『ゆるやかなつながり』を築けるような場づくり」の実践事例（1/2）
～地域における孤独・孤立対策に関するNPO等の取組モデル調査～

子育て中のシングルマザー・ヤングケアラー・社会的養護施設出身者
など、孤独・孤立リスクが高い子どもや若者を対象として、調理機能と交
流機能を備えた車両で市内各地に出向いて、見守り型サロンを展開す
る。
サロンでは、当該子ども・若者と、見守ってくれる地域住民とを「親戚の

ような」距離感で繋いでいく。

当法人が運営するコミュニティカフェと遊休農地を活用し、孤立化しが
ちな高齢者をはじめ障がい者やメンタルヘルスに問題を抱えた人などを対
象として、ミツバチをテーマとした体験型プログラムを実施。
地域の自然環境について学び、景観維持と環境保全を促進するため

の実践活動を行う。交流と地域貢献の取り組みを通して、多様な構成
員が職業や世代を超えて繋がる新たな地域コミュニティを創る。
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活動名・団体名・取組概要 活動状況
日本版メンズ・シェッドの提供事業
特定非営利活動法人 かみああと（愛知県瀬戸市)

 興味を持って参加してもらえる中高年・シニア世代を集めるため、地元の町内会、地
域包括支援センター、行政、市会議員等の協力を得ながら、ポスターやパンフレット
による広報を実施。

 近隣の市町に住んでいる人にも声をかけており、参加した人が地元の地区で同様の
取組を展開することで、より広い地域で中高年・シニア世代の孤独・孤立の予防され
ることを目指している。

 具体的に制作する作品を決めて、10月頃から参加者と共に制作に取り組んでいく
予定。制作した作品を瀬戸市で開催されているマルシェに出品するなど、利益を得ら
れる活動とすることで、本取組が事業終了後も継続して取り組んでいけるよう工夫。

SUBACOを拠点とした全世代ごちゃまぜに支え合う
地域づくりの取組
特定非営利活動法人 抱樸（福岡県北九州市)

 「七夕飾りづくり」や「地域清掃」、「ミニマルシェ」等、地域住民同士が触れ合うため
のイベントを開催（７月）。

 弁護士や司法書士等と協働し、困りごとを抱える人と専門家をつなげ孤独に陥らな
いための機会として「いのちと暮らしを守るなんでも相談会」を開催。相談ブースだけで
はなくフードパントリー（住民や企業からの寄付等）、食事（ドライカレー、かき氷）
の提供、こどもの遊び企画なども一緒に行い「夕涼み会」として沢山の方が参加でき
るような仕掛けを行ったこともあり、180名以上が参加。

 SUBACOの活動カレンダーを渡した住民から「今月のマルシェはいつ？」、「毎月楽し
みにしているよ」などと声をかけてもらうことが多く、地域に少しずつ活動の認識が広
がっている。

対象 特徴

孤独感を持つ多世代 ゆるやかな参加
地域とのつながり創出
役割創出
多世代交流
地域課題解決

対象 特徴

中年・シニア世代
（特に男性）

ゆるやかな参加
地域とのつながり創出
役割創出
多世代交流
地域課題解決

大工仕事などを通じた男性の中年・シニア世代の交流の場となる新た
な居場所を立ち上げ、ペットのための小屋や野鳥の巣箱作りなどを地域
の子供達と共に行う。
また、家具や自転車の修理など、地域に必要な活動を行うと同時に、

ご年配者が自身の新たなスキル、技術をお互いに教えあい体得する教
育の場として提供する。

暴力団事務所跡地を活用した希望のまちプロジェクトを進めており、
跡地における建築が始まるまでの期間SUBACO（プレハブ）を設置し、
誰も寄り付かなかった場所で住民と出会い・つながり、「役割と出番」の
ある日常を創出する。

「『ゆるやかなつながり』を築けるような場づくり」の実践事例（２/2）
～地域における孤独・孤立対策に関するNPO等の取組モデル調査～

59





孤独・孤立対策活動基盤整備モデル調査 公募採択団体と取組概要（1/2）

団体名/事業名 概要 活動地域
（予定）

1
認定NPO法人フローレンス（東京都）
社会全体で親子にエールを贈る 物資等マッチングプラット
フォームの構築・基盤整備

これまでの食料等の支援物資のマッチングの活動を整理・統合し、全国・地域ベー
スのマッチングプラットフォームのデジタル基盤整備を行い、支援が届きにくい親子にこ
ども宅食等を行う地域団体等への試験的なシステムの導入・維持管理の伴走支援
を実施する。

全国

2
認定NPO法人全国こども食堂支援センター・むすびえ

（東京都）
「福祉を超えた」協働関係の構築

地域の居場所を支援する中間支援団体への伴走支援等を通じて、こども食堂を
はじめとした地域の居場所と文化芸術団体、宅配事業者、民生委員をつなげ、社
会包摂を目的としたアートワークショップの開催等を通じて「福祉を超える」協働関係
を構築する

全国

3
一般社団法人全国フードバンク推進協議会(東京都)
フードバンク団体を起点とした、ケアリーバーへの支援スキーム
の確立

フードバンク団体と社会的養護施設との連携により、社会的養護のケアを離れた
若者（ケアリーバー）を対象とした、食料支援や見守り等による支援スキームを確
立する。

全国

4
一般社団法人RCF（東京都）
食支援による居場所提供を通じた、自治体・NPO・社協・民
間団体等による連携組成或いは強化策の構築

居場所事業に取り組むNPO/自治体/社協/民間事業者等の地域内連携組成
や強化へ向けて、地域の課題現状や関係者特性に応じた2手法の構築を目指し2
地域にて実践する。

愛媛県
熊本県

5
公益社団法人全国公立文化施設協会（東京都）
劇場等文化施設を活用した孤独・孤立対策のための地域
交流拠点の整備

地域の劇場等文化施設において、「鑑賞・音楽体験を通じた仲間づくり」、「未使
用時のホールロビーを活用した商店街との連携による居場所づくり」など文化・芸術
活動を活用したモデル事業を実施し、劇場等文化施設が地域の課題解決のプラッ
トフォームとして、安定的・継続的に機能するための支援モデルを構築する。

全国
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団体名/事業名 概要 活動地域
（予定）

6
社会福祉法人大阪ボランティア協会※(大阪府）
関西２府3県の中間支援組織の英知を結集したコンソーシ
アムによる支援モデルの構築
※しがNPOセンター、きょうとNPOセンター、泉北のまちと暮らしを考える財団、ひょうご
コミュニティ財団、わかやまNPOセンターとのコンソーシアム

２府3県の中間支援組織6団体がコンソーシアムを組成して、こども・ヤングケア
ラー・DV被害者の支援団体への個別伴走支援や小規模NPOのネットワーク形成を
通じた支援モデルを構築する。

大阪府
滋賀県
京都府

和歌山県
兵庫県

7
NPO法人市民ネットすいた（大阪府）
府県域をまたぐ生活圏域をベースとした中小NPOの活動基
盤強化支援モデル構築

大阪府と兵庫県をまたぐ「北摂エリア」において、孤独・孤立対策に取り組む中小規
模ＮＰＯ及び地縁団体を対象とした、伴走支援や講習会、交流会等の実施による
活動基盤強化支援モデルを構築する。

大阪府
兵庫県

8
NPO法人北海道NPOサポートセンター※(札幌市)
切れ目のない孤独・孤立対策のための多様な社会資源ネッ
トワーク及び居場所機能強化事業
※北海道ネットワーク、コミュニティワーク研究実践センターとのコンソーシアム

「居場所」をなくした人たちが心理的・身体的に安心できる居場所につながり、社会
参加の機会等を得られる包括的支援モデルを構築するため、地域の居場所の在り方
の調査や伴走支援、支援情報の発信強化を行う。

北海道
静岡県

9 一般社団法人えんがお（栃木県）
「居場所づくり」に特化した創業支援

空家を活用した多世代共生コミュニティづくりに取り組む当団体が、孤独・孤独対策
の現状調査とともに、地域の居場所づくりに取り組む意欲のある団体等に対して、個
別相談や伴走支援等を実施する。

全国

10 一般社団法人気仙沼まちづくり支援センター（宮城県）
地域の居場所づくり活動ネットワーク化事業

東日本大震災の被災地である気仙地区（岩手県大船渡市・陸前高田市・宮城
県気仙沼市）において、孤独・孤立対策ネットワーク会議を設立し、「高齢者」・「ひ
とり親世帯」・「障がい者」の居場所づくりを行うＮＰＯ等を対象とした、活動実態調
査、研修会や交流会等を実施し、活動基盤の強化と市域・分野を超えたネットワーク
化を図る。

宮城県
岩手県

孤独・孤立対策活動基盤整備モデル調査 公募採択団体と取組概要（2/2）
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